
マイナビキャリアリサーチLab 業界研究レポート
不動産業界（2025年8月）

1）業況判断D.I.

・企業の業況感は、一部業種に関税引き上げの影響がみられるものの、マクロ経済全体には広がっておらず、全体と
してみれば良好な水準を維持している。６月短観の業況判断ＤＩ（全産業全規模）をみると、３期連続で＋15 と、「良
い」超幅はしっかりとしたプラスが続いている。【図1】
（日本銀行「経済・物価情勢の展望2025年7月」)

・「不動産」の業況感は、24年１２月は29、25年3月と6月は32と良好な傾向が続くが、先行きの25年９月は２１
と全産業計以上に、下降の予測である。【図2】

【図1】日銀短観（「良い」-「悪い」）
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先行き
（25年9月）【図2】産業別 日銀短観（「良い」-「悪い」）

【図1】【図2】日本銀行「全国企業短期経済観測調査」業況判断D.I.より作成



2）雇用情勢（求人数）

・2025年6月の有効求人倍率は1.22で、前月から0.02pt減少した。また、前年と比較すると０．０1pt減少した。
コロナ禍以降、有効求人倍率は求人数の回復により徐々に増加していたが、ここ数年は微減傾向が続いている。
有効求人数は235.0万人で前年同月から6.1万人減少している。2019年1月との比較では全体で42.9万人減
少しており、2025年に入っても前年に引き続き、微減しつつ横ばい傾向が続いている。有効求職者数は191.8万
人で、前月比0.7万人増、前年同月比では3.7万人減となった。2019年1月比では２１.3万人増となっているが、
直近だけでみるとやや減少しつつ横ばいが続いている。【図3】

・不動産業の新規求人数は１万4,418人で前月から１,003人増加した。前年同月の1万6,547人と比較すると
2,129人の減少となっている。 【図4】

【図3】求人、求職および求人倍率の推移

厚生労働省「一般職業紹介」有効求人倍率、新規求人数、有効求職者数 パート含む（季節調整値）より作成
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【図4】不動産業 新規求人数推移

厚生労働省「一般職業紹介状況」産業・事業所規模別新規求人数 パート含む（実数）より作成
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3）雇用情勢（完全失業率、雇用人員判断D.I.）

・完全失業率は全体的には2020年末頃から緩やかに改善傾向にあり、直近の2025年6月は2.5％となってい
る。人手不足感は依然高く、今後の完全失業率は微減傾向を継続しながら、ほぼ横ばいで推移すると予想される。
【図5】

・不動産の人手不足感は25年4～６月期で‐24と全産業の-３5と比較し低い。また先行き（25年9月）については
‐２8となっている。 【図6】

【図5】完全失業率

総務省統計局「労働力調査」完全失業率 年齢階級別（季節調整値）より作成
※過去数値は2024年1月公表の結果で更新

3.9

3.0

2.3

1.9

2.4

2.0

2.5

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

6.0

1
9

年
1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0

月
1
1
月

1
2

月
2

0
年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0

月
1
1
月

1
2

月
2

1
年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0

月
1
1
月

1
2

月
2

2
年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0

月
1
1
月

1
2

月
2

3
年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0

月
1
1
月

1
2

月
2

0
2

4
年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0

月
1
1
月

1
2

月
2

0
2

5
年

1
月

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

15〜24歳 25〜34歳 35〜44歳 45〜54歳 55〜64歳 65歳以上 年齢計

【図6】雇用人員判断D.I.（過剰ー不足）
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4）＜中途採用市場＞ 正社員の平均初年度年収 ＊マイナビデータ
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【図7】 不動産業の平均初年度年収

マイナビ「正社員の平均初年度年収推移レポート」より作成

「正社員の初年度年収レポート」における年収集計方法
該当月における、総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータを除き
集計。厚生労働省「国民生活基礎調査 所得の分布状況」を元に、所得金額上側1％を本レポートでは外れ値として設定。
マイナビ転職では、初年度年収は求人ごとに幅をもって記載されているが、当レポートでは各求人に掲載されている初年度年
収の下限と上限の中間の値を平均値として「初年度年収」を算出した。
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【図8】不動産業の求人件数推移

マイナビ「正社員の求人件数・応募数推移レポート」より作成

「正社員の求人件数・応募数推移レポート」における求人数集計方法
該当月における、弊社総合転職情報サイト「マイナビ転職」に掲載開始された求人情報から、雇用形態が正社員以外のデータ
を除き集計。

不動産業の正社員の平均初年度年収は、202５年６月は5４３.１万円（前月比：３.６万円減、前年同月比：４０.７万
円増）だった。【図７】
求人件数は直近202５年６月は2019年平均に比べ、２１６.２％（前月比：5.3pt増、前年同月比：８０.7ｐｔ増）と
なり、求人意欲は高まっている。【図8】



5）雇用・労働に関する法律・制度の制定、改正
※６月11日に公布された労働施策総合推進法等の一部改正についてピックアップした。

●労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律
（労働施策総合推進法）等の一部改正について
※公布から１年６月以内に施行予定（一部の規定は令和８年４月１日に施行予定）

【改正の趣旨】
多様な労働者が活躍できる就業環境の整備を図るため、ハラスメント対策の強化、女性活躍推進法の有
効期限の延長を含む女性活躍の推進、治療と仕事の両立支援の推進等の措置を講ずる。

【改正概要】
①ハラスメント対策の強化

1、カスタマーハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を義務付け、
国が指針を示すとともに、カスタマーハラスメントに起因する問題に関する国、事業主、労働者
及び顧客等の責務を明確化する。

2、求職者等に対するセクシュアルハラスメントを防止するため、事業主に雇用管理上必要な措置を
義務付け、国が指針を示すとともに、求職者等に対するセクシュアルハラスメントに
起因する問題に関する国、事業主及び労働者の責務を明確化する。

3、職場におけるハラスメントを行ってはならないことについて国民の規範意識を醸成するた
めに、啓発活動を行う国の責務を定める。

②女性活躍の推進
1、男女間賃金差異及び女性管理職比率の情報公表を、常時雇用する労働者の数が101人以上の

一般事業主及び特定事業主に義務付ける。

2、女性活躍推進法の有効期限（令和８年３月31日まで）を令和18年３月31日まで、10年間延長する。

3、女性の職業生活における活躍の推進に当たっては、女性の健康上の特性に配慮して行われるべき
旨を、基本原則において明確化する。

4、政府が策定する女性活躍の推進に関する基本方針の記載事項の一つに、ハラスメント対策を
位置付ける。

5、女性活躍の推進に関する取組が特に優良な事業主に対する特例認定制度（プラチナえるぼし）の
認定要件に、求職者等に対するセクシュアルハラスメント防止に係る措置の内容を公表している
ことを追加する。

6、特定事業主行動計画に係る手続の効率化を図る。

③治療と仕事の両立支援の推進
事業主に対し、職場における治療と就業の両立を促進するため必要な措置を講じる努力義務を
課すとともに、当該措置の適切・有効な実施を図るための指針の根拠規定を整備する。

【詳細】改正のポイント
厚生労働省リーフレット：https://www.mhlw.go.jp/content/001502748.pdf


